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女性の社会進出と負担の平等には何が大切か？
賃金の格差縮小やジェンダーレスな社会など、男女の共同参画に
必要な統計を集めた資料集。

● 日本の一般世帯数の推移……
　 2005 年 4906万世帯 ➡ 2020 年 5570万世帯
● 日本の単独世帯数の推移……
　 2005 年 1446万世帯 ➡ 2020 年 2115万世帯
● 日本のひとり親と子どもから成る世帯……
　 2005 年 407万世帯 ➡ 2020 年 500万世帯
● 65 歳以上の「女性」の単独世帯数の推移……
　 2005 年 281万世帯 ➡ 2020 年 441万世帯
● 65 歳以上の「男性」の単独世帯数の推移……
　 2005 年 105万世帯 ➡ 2020 年 231万世帯
● 業種別の給与で「300 万円以下」の割合
　 建設業 23.6％　製造業 24.4％　
　 卸売業、小売業 48.6％
　 宿泊業、飲食サービス業 66.6％ 
　 金融業、保険業 17.9％　
　 不動産業、物品賃貸業 45.7％ 
　 運輸業、郵便業 28.4％　
　 電気・ガス・熱供給・水道業 5.4％ 
　 情報通信業 11.4％
　 医療、福祉 38.3％ 
　 農林水産・鉱業 61.2％
● 業種別の給与で「600 万円超」の割合
　 建設業 27.4％　製造業 30.5％ 
　 卸売業、小売業 15.8％　
　 宿泊業、飲食サービス業 5.5％ 
　 金融業、保険業 44.6％　
　 不動産業、物品賃貸業 18.5％ 
　 運輸業、郵便業 15.8％　
　 電気・ガス・熱供給・水道業 66.0％ 
　 情報通信業 42.1％
　 医療、福祉 11.6％ 
　 農林水産・鉱業 7.3％
● 業種別の給与で「300 万円以下」の平均値……
36.2％
● 業種別の給与で「600 万円超」の平均値……21.0％
● 17 歳～ 19 歳の男女で「65 歳以降も働くと思う」と回答した割合……37.1％

男女の地位の平等感、就業状況、賃金格差、育児、家庭での役割など、「男女共同参
画社会」に関するあらゆる調査・統計データを網羅。各種の調査研究に最適です。

男女共同参画社会
データ集 2023

都道府県別、自治会長に占める女性の割合（2022 年 4 月現在）
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うち
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大阪府 7,743 1,212 15.7

10％以上
8団体

高知県 4,406 656 14.9
沖縄県 1,098 147 13.4
東京都 8,731 1,137 13.0
徳島県 3,873 497 12.8
香川県 6,303 786 12.5
岡山県 7,902 845 10.7
神奈川県 6,889 727 10.6
奈良県 4,293 424 9.9

5％以上～
10％未満
18団体

福岡県 7,855 776 9.9
山口県 7,107 691 9.7
京都府 2,709 243 9.0
和歌山県 3,606 308 8.5

1位 大阪府 15.7％
2位 高知県 14.9％
3位 沖縄県 13.4％

…

45位 長野県 1.8％
46位 山形県 1.7％
47位 群馬県 1.0％

男女別、有期契約労働者の育児休業取得率（2010 年度〜 2021 年度）

国・自治体・企業・団体のデータを網羅！



三冬社ホームページには すべてのデータ集を掲載　https://www.santho.net/

マーケティング調査・企画提案・研究・経営改善・講義・論文作成に

例えばこんなことがわかる・図表グラフが 700 点以上掲載
男女共同参画社会に関する様々なデータがこの1冊にまとまった

主な内容紹介

第１章  官庁統計によるデータ
配偶関係人口／世帯の状況／婚姻と離婚の状況／就業状
態の動向／雇用状況／賃金構造／民間給与の実態／雇用
均等基本調査 - 企業調査＆事業所調査／学生の進学・就
職率／女性研究者／コロナ下の男女の仕事に関する影響　
など

第2章   国が実施した調査
社会意識／国民生活／男女の生活時間／男女共同参画社
会に関する世論調査／性別による無意識の思い込み（アン
コンシャス・バイアス）に関する調査／夫婦の姓（名字・
氏）に関するデータ／家族の法制に関する世論調査／仕事
と生活の調和／ジェンダー・家制度に対する考え方／男
女間における暴力／第 5次男女共同参画基本計画／全国
女性の参画マップ／女性の政策・方針決定過程への参画
状況　など

第3章   自治体が実施した調査
地域別にみる男女共同参画に関する意識（女性の人権、男女の地位
の平等感、家事・育児の役割分担・仕事と家庭の両立の理想と現実、
固定的性別役割意識、男女平等教育、防災における男女共同参画／
学校における無意識の思い込みに関する実態　など）

第4章  団体・民間企業が実施した調査
ジェンダー意識／夫婦別姓と職場の制度／職場のハラスメント／職
場での男女格差／女性の活躍推進／女性登用／男女の労働日数・時
間／年次有給休暇／男性の育休／夫婦の家事分担意識　など

第5章   国際比較データ
主要国における男女の労働状況／コロナ下の男女労働者への影響／
諸外国の女性の参画状況／ EUにみる男女格差／諸外国における男
女の休業制度　など

第1章
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男女共同参画社会データ集 2023

1 配
偶関係

人口

総務省統計局「令和2年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要」「人口推計」

1-1-1 配偶関係・男女別、15 歳以上人口の割合（2020 年）

図表

（注）1　国勢調査における人口は、調査時に調査の地域に常住している者による常住人口である。「常住している者」とは、調査時において当該住居に 3 ヵ月以上にわたって住んでいるか、又は住む

ことになっている者をいい、3 ヵ月以上にわたって住んでいる住居又は住むことになっている住居のない者は、調査時現在居た場所に「常住している者」とみなした。なお、本邦内に常住

している者は、外国人を含めて全て調査の対象としたが、外国政府の外交使節団・領事機関の構成員（随員を含む。）、その家族、外国軍隊の軍人・軍属及びその家族は調査から除外した。

　　  2　不詳補完値による。

出典：総務省統計局「令和 2 年国勢調査 人口等基本集計結果 結果の概要」
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女子高校生の性教育に対
する意識
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5 女子高校生の性教育に
対する意識

（公社）ガールスカウト
日本連盟「『ジェンダー』

に関する女子高校生調査
報告書2021　自分のから

だ」（インターネット調査
）

2021年2月〜3月調査、女
子高校生対象（有効回答数

：304名）
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（注）「その他」には、「
特に受けたことがない」「

友人」「小学校の授業」「
テレビ番組」「書

籍」「新聞」「家族」「友人
」「ボーイフレンド」など

を含む。

（注）その他には、「性教
育を特に受けたことがな

い」「誰から受けたかわか
らない」「保護

者と一緒に」「同性と異性
と一緒のとき」があった

などを含む。

4-5-1
自身の受けた性教育で最も

心に

残った教育（単一回答）図表

4-5-2
自身が受けた性教育の環境
（単一回答）　図表

4-5-4
性に関する情報をどこから

得て

いるか（複数回答可）図表

4-5-3
自身が受けた性教育はどの

よう

な内容だったか（複数回答可）図表

4-5-5
性に関する教育でもっとも

受け

たかった教育は何か（複数回答
可）図表
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16 女性の政策・方針決定過程への参画状況
内閣府男女共同参画局「女性の政策・方針決定過程への参画状況の推移（総括表）」

2-16-1 女性の政策・方針決定過程への参画状況の推移（2017年〜2021年）

図表
 

成果
目標

参考
指標

フォロー
アップ
指標

1.国・地方公共団体等
2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

備考

対前
年差

対前
年差

対前
年差

対前
年差

対前
年差

（1）国の立法・司法・行政
（立法）

◯ ◯ 国会議員（衆議院） 10.1 10.1 9.9 9.9 9.7 衆議院 HPより内閣府確認各年12月現在　2020年は2021年2月現在、2021年は 2021年 12月現在

0.8 0.0 -0.2 0.0 -0.2◯ ◯ 国会議員（参議院） 20.7 20.7 22.9 22.6 23.1 参議院 HPより内閣府確認各年 12月現在 2020年は 2021年 2月現在、2021年は 2022年 1月現在

0.0 0.0 2.2 -0.3 0.5
○1）

衆議院議員の候補者 17.8 － － － 17.7 総務省「衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査結果調」各年 10月現在

1.2 － － －○1）
参議院議員の候補者 － － 28.1 － － 総務省「参議院議員通常選挙結果調」2019年 7月現在（2019年は速報値）

－ － 3.4 － －
（行政）

◯ ◯ 内閣総理大臣・国務大臣 10.0 5.0 15.0 9.5 14.3 内閣府調べ　2017 年 11 月 1 日、2018 年10月 2日、2019年 10月 31日、2021年 1月 19日、2021年 12月 3日現在

-5.0 -5.0 10.0 -5.5 4.8◯ ◯ 内閣官房副長官・副大臣 7.1 17.9 7.1 10.7 3.4 内閣府調べ　2018 年 1 月 29 日、2018 年10月 4日、2019年 10月 31日、2021年 1月 19日、2021年 11月 11日現在

3.5 10.8 -10.8 3.6 -7.3◯ ◯ 大臣政務官 7.4 3.7 22.2 11.1 14.3 内閣府調べ 2017年 11月 2日、2018年 10月 4日、2019年 10月 31日、2020年 9月18日、2021年 11月 11日現在

-3.7 -3.7 18.5 -11.1 3.2○ 本省課室長相当職以上の国家公務員
4.5 5.0 5.2 5.8 6.3 内閣人事局「一般職国家公務員在職状況統計表」（各年 7月 1日現在）より内閣府算定

0.2 0.5 0.2 0.6 0.5
○ ○ 指定職相当の国家公務員 3.8 3.9 4.2 4.4 4.2 内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」等より 7月 31日現在

0.2 0.1 0.3 0.2 -0.2
○ ○ 本省課室長相当職の

国家公務員
4.4 4.9 5.3 5.9 6.4 内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」等より 7月 1日現在

0.3 0.5 0.4 0.6 0.5
○ 地方機関課長・本省課長補佐相当職の国家公務員

10.1 10.8 11.6 12.3 13.3 内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」等より 7月 1日現在

0.7 0.7 0.8 0.7 1.0
○ 係長相当職（本省）の国家公務員

24.2 25.0 25.6 26.5 27.7 内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」等より 7月 1日現在

0.3 0.8 0.6 0.9 1.2○ 係長相当職（本省）のうち新たに昇任した職員の国家公務員
－ － － － 25.5

内閣人事局「女性国家公務員の登用状況のフォローアップ」等より 7月 1日現在

－ － － － －○ 国家公務員採用試験採用者 33.4 34.0 35.4 36.8 37.0 内閣人事局「女性国家公務員の採用状況のフォローアップ」各年 4月 1日時点の採用者数

-1.1 0.6 1.4 1.4 0.2○ ※ 国家公務員採用者
（総合職試験等）

34.5 32.5 34.5 35.4 34.1 内閣人事局「女性国家公務員の採用状況のフォローアップ」各年 4月 1日時点の採用者数

1.0 -2.0 2.0 0.9 -1.3○ 国家公務員採用者
（技術系区分）

－ － － － 25.2 内閣人事局「女性国家公務員の採用状況のフォローアップ」各年 4月 1日時点の採用者数

－ － － － －
（審議会）

○ ○ 国の審議会等委員 37.4 37.6 39.6 40.7 42.3 内閣府「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」各年 9月 30日現在

0.3 0.2 2.0 1.1 1.6
○ 国の審議会等専門委員等 26.8 26.5 28.3 30.3 32.3 内閣府「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」各年 9月 30日現在

-0.9 -0.3 1.8 2.0 2.0
（司法）

○ ○ 裁判官 21.3 21.7 22.2 22.6 23.0 最高裁判所調べ 
前年 12月現在

0.6 0.4 0.5 0.4 0.4○ 指定職相当以上の判事 22.2 22.7 23.6 24.2 24.7 最高裁判所調べ 
前年 12月現在

0.7 0.5 0.9 0.6 0.5○
最高裁判所長官・最高裁判所判事・高等裁判所長官

17.4 13.0 17.4 13.0 13.0
最高裁判所調べ 
前年 12月現在

4.4 -4.4 4.4 -4.4 0.0○ 検察官 17.7 18.8 19.2 19.7 20.0 法務省調べ
各年 3月 31日現在

0.6 1.1 0.4 0.5 0.3
○ ○ 検察官（検事） 23.5 24.6 25.0 25.4 26.0 法務省調べ 

各年 3月 31日現在

0.6 1.1 0.4 0.4 0.6○ 指定職相当以上の検事 17.1 18.3 19.4 20.8 21.2 法務省調べ 
各年 7月 1日現在

1.1 1.2 1.1 1.4 0.4○ 検事総長・次長検事・検事長 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 法務省調べ
各年 7月 1日現在　

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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2-6-1 男女別、性別役割意識（上位10項目）

図表

0 20 40 60 80
（％）

48.7

45.7
35.3

34.0

33.8

33.1

30.4

28.9

28.6

28.4

共働きでも男性は家庭よりも
仕事を優先するべきだ

女性は結婚によって、経済的に安定を得る方が良い

男性は人前で泣くべきではない

男性は結婚して家庭をもって一人前だ

女性はか弱い存在なので、
守られなければならない

育児期間中の女性は重要な仕事を担当すべきでない

デートや食事のお金は男性が負担すべきだ

女性は感情的になりやすい

女性には女性らしい感性があるものだ

男性は仕事をして家計を支えるべきだ

n=5,452
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28.4

共働きでも男性は

家庭よりも仕事を優先するべきだ

女性は結婚によって、経済的に安定を得る方が良い

男性は結婚して家庭をもって一人前だ

デートや食事のお金は男性が負担すべきだ

男性は仕事をして家計を支えるべきだ

0
20 40 60 80

（％）

33.8

26.1

24.1

23.1

22.9

仕事で成功していても、結婚をして

いない男性は何かが足りないと感じる

大きな商談や大事な交渉事は男性がやる方がいい

受付、接客・応対（お茶だしなど）は女性の仕事だ

組織のリーダーは男性の方が向いている

育児期間中の女性は重要な仕事を担当すべきでない

0 20 40 60 80
（％）

44.9

43.1

37.0

33.2

27.2

23.4

21.6

21.5

20.9

20.9

大きな商談や大事な交渉事は男性がやる方がいい

組織のリーダーは男性の方が向いている

デートや食事のお金は男性が負担すべきだ

共働きでも男性は家庭よりも
仕事を優先するべきだ

女性はか弱い存在なので、
守られなければならない

女性は結婚によって、経済的に安定を得る方が良い

育児期間中の女性は重要な
仕事を担当すべきでない

女性は感情的になりやすい

女性には女性らしい感性があるものだ

男性は仕事をして家計を支えるべきだ

n=5,384
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家事・育児は女性がするべきだ

デートや食事のお金は男性が負担すべきだ

共働きでも男性は家庭よりも
仕事を優先するべきだ

女性は結婚によって、経済的に安定を得る方が良い

男性は仕事をして家計を支えるべきだ

0
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（％）

33.2

20.9

20.9

18.3

16.4

仕事で成功していても、結婚をして

いない男性は何かが足りないと感じる

受付、接客・応対（お茶だしなど）は女性の仕事だ

大きな商談や大事な交渉事は男性がやる方がいい

組織のリーダーは男性の方が向いている

育児期間中の女性は重要な仕事を担当すべきでない

（注）性別役割について、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」の 4 段階で聞いた。数値は「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」

の合計である。

2-6-2 男女・シーン別、性別役割意識（上位5項目）

図表

（注）性別役割について、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」「どちらかといえばそう思わない」「そう思わない」の 4 段階で聞いた。数値は「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」

の合計である。

6 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査

内閣府「令和4年度 性別による無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）に関する調査研究」（インターネット調査）

2022年8月調査、インターネットモニターの全国20代〜60代の男女対象（回収数：10,906名　男性：5,452名、女性：5,384名、その他：

70名）

男性

女性

家庭・コミュニティ

職場

〈男性〉

〈男性〉

〈女性〉

〈女性〉
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6 コロナ下の
男女の仕事に

関する影響

内閣府「満足度・生活の質に関する調査報告書2022 ～我が国の Well-being の動向～」（インターネット調査）

2022年2月調査、日本国内に住む15歳～89歳のインターネットパネル登録モニター対象（全体：10,633サンプル　男性：5,297

サンプル、女性：5,336サンプル）

1-6-1
（2019年2月

と2022年2月
に回答した者対

象）

2019年2月からの仕事時間の変化

図表

1-6-2
（2019年2月

と2022年2月
に回答した者対

象）

2019年2月からの通勤時間の変化

図表
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仕事時間が減
少 n=794仕事時間に変
化無し n=458仕事時間が増
加 n=308

仕事時間が減
少 n=593仕事時間に変
化無し n=212仕事時間が増
加 n=139

1-6-4 雇用賃金満足度
（2019年2月

～2022年2月
） 

図表

1-6-5
男女・就業形態別、雇用賃金満

足度図表
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n

1-6-3
（2019年2月

と2022年2月
に回答した者

対象）

男女別、仕事時間の変化と満足度の変化

図表

（注）1　仕事時間の変化は 2019 年 2 月の調査に対するもの。

2　＊＊＊、＊＊、＊は、それぞれ 1％、5％、10％水準で有意。

資料：総務省「労働力調査 （基本集計）」より

男性

女性
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3 夫婦別姓と職場の制度に関する調査連合（日本労働組合総連合会）「夫婦別姓と職場の制度に関する調査2022」（インターネット調査）
2022年7月調査、ネットエイジアリサーチのモニター会員の全国20歳〜59歳の働く（正社員・職員（民間企業、団体等）、公務員（正

規職員）、有期契約社員、嘱託社員、臨時・非常勤公務員、派遣社員、パートタイマー、アルバイト）男女対象（有効回収数：

1,000サンプル　男性：500s、女性：500s）
4-3-1 夫婦の姓のあり方についてどう思うか

図表
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わからない

自分は夫婦別姓が選べるとよい。自分たち以外の夫婦は同姓でも別姓でも構わない

自分は夫婦同姓がよい。自分たち以外の夫婦は同姓でも別姓でも構わない

自分は夫婦同姓がよい。自分たち以外の夫婦も
同姓であるべきだ

女性:既婚
男性:既婚
女性:独身
男性:独身
50代女性
40代女性
30代女性
20代女性
50代男性
40代男性
30代男性
20代男性

女性
男性
全体

256
264
236
227
125
125
125
125
125
125
125
125
500
500

1,000
n

男
女
・

婚
姻
状
況
別

男
女
・
年
代
別

男
女
別

71.9
58.3
69.0
57.7
67.2
68.0
72.0
73.6
57.6
55.2
62.4
56.0
70.2
57.8
64.0

同姓でも
別姓でも
構わない1）

注：1）「自分は夫婦同姓がよい。自分たち以外の夫婦は同姓でも別姓でも構わない」「自分は夫婦別姓が選べるとよい。自分たち以外の夫婦は同姓でも別姓でも構わない」の計

注：1）「夫婦同姓がよい」「夫婦同姓で、配偶者の名字に変えたい」「夫婦同姓で、配偶者には自分の名字に変えてほしい」「旧姓を通称使用できる（している）ため、同姓でよい」の項目の 1

つ以上を選択した者の割合：2）「夫婦別姓がよい」「配偶者の名字に変更しているが、旧姓に戻したい」の項目の 1つ以上を選択した者の割合

注：1）「夫婦同姓がよい」「夫婦同姓で、配偶者の名字に変えたい」「夫婦同姓で、配偶者には自分の名字に変えてほしい」「旧姓を通称使用できる（している）ため、同姓でよい」の項目の 1

つ以上を選択した者の割合：2）「夫婦別姓がよい」「配偶者の名字に変更しているが、旧姓に戻したい」の項目の 1つ以上を選択した者の割合

4-3-2 独身・既婚別、選択的夫婦別姓が導入された場合、どうしたいか（複数回答）

図表
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既婚 n=520
独身 n=463
全体 n=1,000

わからない
どちらでもよい

夫婦別姓がよい2）

夫婦同姓がよい1）

4-3-3 選択的夫婦別姓が導入された場合、どうしたいか（複数回答）

図表

（単位：％）
 全体比＋10pt以上
 全体比＋5pt以上
 全体比－5pt以下
 全体比－10pt以下
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（
計
）　1）

夫
婦
別
姓
が
よ
い

（
計
）　2）

全 体
1,000 43.0 8.2 2.8 1.9 7.4 2.3 27.7 11.6 51.5 9.2

男女別 男 性 500 47.2 2.8 4.8 1.6 6.0 1.0 29.8 10.6 52.6 7.0

女 性 500 38.8 13.6 0.8 2.2 8.8 3.6 25.6 12.6 50.4 11.4
男女・
年代別

20代男性 125 34.4 4.0 5.6 0.8 7.2 － 35.2 15.2 42.4 7.2

30代男性 125 44.0 3.2 4.8 3.2 3.2 0.8 36.0 9.6 50.4 4.0

40代男性 125 52.8 － 3.2 1.6 4.0 3.2 28.0 9.6 55.2 7.2

50代男性 125 57.6 4.0 5.6 0.8 9.6 － 20.0 8.0 62.4 9.6

20代女性 125 40.0 16.8 0.8 2.4 11.2 2.4 22.4 12.0 52.8 12.8

30代女性 125 35.2 16.8 0.8 3.2 8.8 4.0 30.4 8.0 50.4 11.2

40代女性 125 41.6 12.0 0.8 1.6 4.8 4.8 24.8 16.8 50.4 8.0

50代女性 125 38.4 8.8 0.8 1.6 10.4 3.2 24.8 13.6 48.0 13.6
婚姻
状況別

独 身 463 29.8 8.4 2.2 2.8 9.1 0.4 36.7 14.7 39.3 9.3

既 婚 520 55.0 7.9 3.5 1.0 5.6 4.0 20.2 8.7 62.3 8.8

事実婚 13 46.2 7.7 － 7.7 23.1 － 7.7 7.7 61.5 23.1

同性パートナーあり 4 － 25.0 － － － － 25.0 50.0 25.0 －

第2章

184 男女共同参画社会データ集 2023

2-17-10 都道府県別、自治会長に占める女性の割合

図表

2-17-11 都道府県防災会議の委員に占める女性の割合

図表

（注）1   調査時点は原則として 2022年 4月 1日現在であるが、

各地方自治体の事情により異なる場合がある。

2　データの表記の都合上、島の省略等を行っているものが

ある。資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画の形成又は女

性に関する施策の推進状況」（2022年度）

（注）1　調査時点は原則として 2022年 4月 1日現在であるが、    

各地方自治体の事情により異なる場合がある。

2　以下の都道府県においては一部市区町村を除く数値。（　）

内は未集計の市区町村の数。

岩手県（4）、東京都（5）、愛知県（1）、京都府（1）、大

阪府（4）、兵庫県（1）、島根県（1）、岡山県（1）、広島県（1）、

徳島県（3）、香川県（1）、愛媛県（1）、高知県（1）

3　データの表記の都合上、島の省略等を行っているものが

ある。資料：内閣府「地方公共団体における男女共同参画の形成又は女

性に関する施策の推進状況」（2022年度）

都道府県 自治会長数（人）
うち
女性（人）

女性
割合（％）

大 阪 府 7,743 1,212 15.7

10％以上8団体

高 知 県 4,406 656 14.9

沖 縄 県 1,098 147 13.4

東 京 都 8,731 1,137 13.0

徳 島 県 3,873 497 12.8

香 川 県 6,303 786 12.5

岡 山 県 7,902 845 10.7

神奈川県 6,889 727 10.6

奈 良 県 4,293 424 9.9

5％以上～10％未満18団体

福 岡 県 7,855 776 9.9

山 口 県 7,107 691 9.7

京 都 府 2,709 243 9.0

和歌山県 3,606 308 8.5

兵 庫 県 7,665 614 8.0

広 島 県 3,629 287 7.9

千 葉 県 9,232 678 7.3

鹿児島県 6,777 465 6.9

茨 城 県 7,894 537 6.8

愛 知 県 6,676 446 6.7

愛 媛 県 3,344 213 6.4

三 重 県 5,058 295 5.8

埼 玉 県 7,180 408 5.7

長 崎 県 4,238 231 5.5

岩 手 県 2,427 125 5.2

宮 城 県 4,593 239 5.2

岐 阜 県 7,625 386 5.1

滋 賀 県 3,349 163 4.9
3％以上～5％未満14団体

北 海 道 15,141 675 4.5

鳥 取 県 2,768 122 4.4

都道府県 委員
総数（人）

うち
女性（人）

女性
割合（％）

徳 島 県
81

38 46.9
40％以上3団体

島 根 県
73

31 42.5

鳥 取 県
69

29 42.0

滋 賀 県
62

21 33.9

20％以上～40％未満15団体

鹿児島県
57

17 29.8

岐 阜 県
61

17 27.9

茨 城 県
52

14 26.9

佐 賀 県
69

18 26.1

東 京 都
87

22 25.3

埼 玉 県
73

17 23.3

広 島 県
73

17 23.3

群 馬 県
53

12 22.6

千 葉 県
53

12 22.6

福 島 県
54

12 22.2

青 森 県
60

13 21.7

栃 木 県
56

12 21.4

沖 縄 県
56

12 21.4

福 岡 県
61

13 21.3

京 都 府
66

13 19.7

15％以上～20％未満11団体

熊 本 県
57

11 19.3

長 野 県
80

15 18.8

福 井 県
56

10 17.9

新 潟 県
77

13 16.9

山 口 県
60

10 16.7

香 川 県
60

10 16.7

富 山 県
67

11 16.4

宮 崎 県
55

9 16.4

岩 手 県
77

12 15.6

岡 山 県
59

9 15.3

都道府県 自治会長数（人）
うち
女性（人）

女性
割合（％）

青 森 県 3,556 153 4.3

3％以上～5％未満14団体（つづき）

宮 崎 県 2,641 109 4.1

島 根 県 3,405 136 4.0

新 潟 県 8,296 300 3.6

山 梨 県 2,166
78 3.6

大 分 県 4,104 148 3.6

福 島 県 6,058 199 3.3

熊 本 県 4,654 155 3.3

栃 木 県 3,953 124 3.1

石 川 県 4,042 127 3.1

福 井 県 3,676 110 3.0

秋 田 県 4,600 128 2.8

1％以上～3％未満7団体

富 山 県 4,041 101 2.5

静 岡 県 4,780 113 2.4

佐 賀 県 2,308
46 2.0

長 野 県 3,883
68 1.8

山 形 県 4,703
79 1.7

群 馬 県 2,430
25 1.0

合
計 243,407 16,532 6.8

都道府県 委員
総数（人）

うち
女性（人）

女性
割合（％）

和歌山県
55

8 14.5

10％以上～15％未満13団体

三 重 県
65

9 13.8

長 崎 県
68

9 13.2

大 阪 府
61

8 13.1

奈 良 県
61

8 13.1

石 川 県
69

9 13.0

神奈川県
56

7 12.5

兵 庫 県
56

7 12.5

愛 媛 県
60

7 11.7

宮 城 県
58

6 10.3

北 海 道
69

7 10.1

愛 知 県
69

7 10.1

高 知 県
60

6 10.0

秋 田 県
61

6 9.8

10％未満5団体

山 形 県
61

6 9.8

大 分 県
59

5 8.5

静 岡 県
60

4 6.7

山 梨 県
65

2 3.1

合
計 2,977 571 19.2
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12 ジェンダー・家制度に対する考え方

内閣府男女共同参画局「令和3年度　人生100年時代における結婚・仕事・収入に関する調査報告書」（インターネット調査）

2021年12月～2022年1月調査、国内在住20歳以上70歳未満のインターネット・モニター対象（計：20,000名　女性：10,079名、男性：

9,921名）

2-12-1 男女別、ジェンダー・家制度に対する考え方

図表
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30.2

長男の嫁は、長男の嫁として
の役割を果たすべきである

長子が家を継ぐ・家を守るべきである

長男がお墓を守るべきである

男性は仕事や家事で忙しくても
外見や美容に気を遣うべきである

女性は仕事や家事で忙しくても
外見や美容に気を遣うべきである

結婚したら夫婦で同じ
名字・姓を名乗るべきである

男女とも子供を持って
一人前と認めるべきである

男女とも結婚（法律婚）して
一人前と認めるべきである

お見合いや婚活サイト等よりも
自然な恋愛結婚が望ましい

事実婚や同棲よりも
結婚（法律婚）するべきである

女性よりも男性の方が良い
大学・教育を受けるべきである

男性にある程度収入がないと結婚すべきでない

女性は出産後は仕事を
セーブ～辞めるべきである

女性は結婚後は仕事を
セーブ～辞めるべきである

男性は外で働き、女性が家の中で家事を支えるべきである
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n=9,921

使える！ わかる！

A4判　2022 年 10月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-091-6

コロナ後の女性の暮らしと消費はどう変化するのか？
仕事や結婚の意識まで捉えた統計集。

女性の暮らしと生活意識
データ集 2023

A4 判　2023 年 2月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-096-1

食品の製造原価と価格上昇で食の安全は守られている
のか？　消費者行動の変化を読み解くためのヒントを
見つける総合統計データ集。

食の安全と健康意識
データ集 2023

A4 判　2023 年 1月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-094-7

食品価格の高騰がもたらすライフスタイルの変化
消費者の食を考え直すための総合統計集

食生活データ
総合統計年報 2023

A4 判　2022 年 12月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-092-3

70 歳雇用延長で働き甲斐が問われる日本！
諸外国と比べて低下した生産性の向上が問われている。
少子高齢社会に向けた対策を考えるための総合統計集。

少子高齢社会
総合統計年報 2023

 豊   富   な   統   計   デ   ー   タ  


